工事請負契約保証に関する事務取扱要領
この要領は、井原市財務規則（昭和３９年井原市規則第８号）に定める工事請負契約に係る契約保証について必要な事項を定めるものとする。
１　工事請負契約の保証
(1)　市長は請負者に対し請負金額の１００分の１０以上の契約保証金の納付又はこれに代えて次の②から⑤のいずれかのものを求め、工事請負契約書案の提出とともに必要書類を落札者を決定した日から１０日以内に提出させる。
①　契約保証金の納付
②　契約保証金に代わる担保としての有価証券（利付国債に限る。）の提供
③　債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又は市長が確実と認める金融機関（以下「銀行等の金融機関」という。）の保証及び前払金保証事業会社の保証
④　債務の履行を保証する公共工事履行保証証券（いわゆる履行ボンド）による保証（損保会社扱い）
⑤　債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険（定額てん補特約方式に限る）による保証（損保会社扱い）
注１）銀行等の金融機関とは、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律第３条に規定する金融機関とし、銀行、信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業協同組合、水産業協同組合又はその他の貯金の受入れを行う組合をいう。
注２）前払金保証事業会社とは、公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第４項に規定する保証事業会社をいう.（前払金保証事業会社の保証が受けられるのは、前払金の支払対象工事のみとなる。）
(2)　(1)の規定にかかわらず、次の場合は契約の保証を要しない。ただし、財務規則第１１９条第３号及び第９号に該当しない場合はその限りではない。
・  請負代金の額が５００万円未満の工事
(3)　(1)の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めるときは、契約担当者は落札者に対し、公共工事履行保証契約の締結により役務的保証を求めることができるがこの場合は、契約保証金の額を請負代金額の１００分の３０とする。
(4)　工事請負契約書の契約保証金欄の記載方法は次のとおりとする。
①　契約保証金の納付、その納付に代わる担保としての有価証券の提供、銀行等の金融機関の保証、前払金保証事業会社の保証による保証の場合
  　　「◯◯◯◯◯◯円」と記載するものとする。
②　公共工事履行保証証券による保証、履行保証保険による保証又は契約保証を免除する（請負代金の額が５００万円未満の工事）場合
 　　 「免除」と記載するものとする。
２　請負契約締結時における取扱い
(1)　契約保証金の取扱い
①　契約担当課は、入札後落札者に対し納入通知書（様式第２１号）を発行し、請負代金額の１００分の１０以上の契約保証金を請求し、指定金融機関等へ納付させるとともに、工事請負契約書案と領収証書の写しを提出させ、領収証書の原本を提示させること。
②　契約担当課は、落札者から工事請負契約書案及び領収証書の写しの提出を受けたときは、提出書類を審査確認後、請負契約を締結する。
③　契約担当課は、契約保証金の領収証書の写しを工事契約書と一緒につづる。
④　契約保証金は、歳入歳出外現金とする。
⑤　納入通知書のただし書欄には、「◯◯工事にかかる契約保証金」と記載すること。
(2)　有価証券の取扱い
①　契約担当課は、落札者から工事請負契約書案、保管有価証券提出書（様式第６４号）及び有価証券を提出させること。
②　契約担当課は、①の書類の提出を受けたときは、その内容を審査確認後、請負契約を締結するとともに、保管有価証券受入通知書（様式第６５号）を会計管理者に送付し、有価証券を会計管理者に引き継ぐこと。
③　会計管理者は、契約担当者から保管有価証券受入通知書及び有価証券を受領したときは、保管有価証券受領書（様式第６６号）を契約担当者を経由して請負者に交付するとともに保管有価証券領収通知書（様式第６６号）を契約担当者に送付する。
④　会計管理者は、保管有価証券を受領したときは、安全かつ確実な方法で保管しなければならない。ただし、長期にわたり保管を要するものその他の事由により会計管理者が保管することが適当でない場合は、指定金融機関に寄託することができる。
※　利付国債の種類は、償還年別では２年、３年、４年、６年、１０年、２０年、額面別では５万円、１０万円、１００万円、１，０００万円、１億円、１０億円がある。
(3)　銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社の保証の取扱い
①　契約担当課は、落札者から工事請負契約書案とともに銀行等の金融機関の保証書又は前払金保証事業会社の保証証書を提出させること。
②　契約担当課は、①の書類の提出を受けたときは、提出書類を審査確認後、請負契約を締結し、保証書又は保証証書を工事請負契約書等と一緒につづること。
※　保証債務履行請求の有効期間が保証期間経過後６箇月以上確保されていることを確認すること。
(4)　公共工事履行保証契約及び履行保証保険契約の取扱い
①　契約担当課は、落札者から工事請負契約書案の提出とともに公共工事履行保証証券又は履行保証保険証券の提出を受けたときは、その内容を審査確認後、請負契約を締結すること。
②　契約担当課は、請負契約を締結後、公共工事履行保証証券又は履行保証保険証券を工事請負契約書と一緒につづっておくこと。
３　工事完成時の取扱い
(1)　契約保証金の取扱い
①　契約担当課若しくは工事主管課（以下「契約担当課等」という。）は、請負者に対し請負代金請求書（工事用請求書）の提出とともに保管金払戻請求書（一般用請求書）を提出させること。
②　契約担当課等は、①の書類の提出を受けたときは、提出書類を審査確認後、速やかに契約保証金の払戻し手続を行うこと。なお、保管金払戻請求書の写しを工事請負契約書と一緒につづっておくこと。
③　会計管理者は、②の払戻しの命令があったときは、速やかに払戻し手続を行うこと。
(2)　有価証券の取扱い
①　契約担当課等は、請負者に対し請負代金請求書の提出とともに保管有価証券払戻請求書（様式第６９号）及び保管有価証券受領書を提出させること。
②　契約担当課等は、①の書類の提出を受けたときは、提出書類を審査確認後、払出しの手続を行うとともに、収入役に保管有価証券払戻請求書及び保管有価証券払戻通知書（様式７０号）を提出すること。なお、保管有価証券払戻請求書の写しを工事請負契約書と一緒につづっておくこと。
③　会計管理者は、契約担当課等から保管有価証券払戻請求書を受領したときは、その内容を審査確認後、工事主管課を経由して請負者に有価証券を払戻し、同時に保管有価証券受領書と引換えにすること。（保管有価証券受領書の写しを、工事請負契約書と一緒につづっておくこと。）
④　会計管理者は、有価証券を寄託している場合には、寄託した指定金融機関から有価証券の返還を受けた後、③の手続により返還すること。
(3)　銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社の保証の取扱い
（銀行等の金融機関の保証の場合）
契約担当課等は、請負者から請負代金請求書の提出を受けた後、保証書を請負者に返還すること。また、保証書を請負者に返還する際には、請負者から保証書に係る領収書（別記様式１）を提出させ、領収書及び保証書の写しを工事請負契約書につづっておくこと。
（前払金保証事業会社の保証の場合）
前払金保証事業会社の保証証書は契約書と一緒につづり、請負者には返還しない。
(4)　公共工事履行保証契約及び履行保証保険契約の取扱い
工事目的物の引渡しを受けた後も、公共工事履行保証証券又は履行保証保険に係る証券は返還する必要がないので、工事請負契約書と一緒にそのままつづっておくこと。
４　請負者の債務不履行による契約解除時の取扱い
契約担当課は、工期内に工事が完成しないと認められる等のために契約を解除するときは、あらかじめ工事続行不能届（別記様式２）を徴するよう努めること。また、解除通知（別記様式３）の写しを契約書と一緒につづっておくこと。
※　解除通知は、内容証明郵便によること。
(1)　契約保証金の取扱い
契約担当課は、起案用紙で契約を解除する旨、違約金を徴収する旨、契約保証金を歳入歳出外現金から支出して違約金に充当する旨等について決裁を受け、請負者に対し解除通知を発行し、支出命令者は、支出の取扱いにより、契約保証金を歳入歳出外現金から払出し、収入命令者は、納入通知書により歳計現金（諸収入）に振り替えること。
(2)　有価証券の取扱い
①　契約担当課は、起案用紙で契約を解除する旨、違約金を徴収する旨、有価証券を払出して当該有価証券を換金し違約金に充当する旨等について決裁を受け、請負者に対し解除通知を発行し、会計管理者に対し有価証券を払出す旨、通知するものとする。
②　会計管理者は、契約担当課から①の通知を受けたときは、契約担当課に有価証券を引き渡し、その領収書を提出させること。
③  収入命令者は、有価証券取扱店等で当該有価証券を換金した後、収入の手続をとること。なお、契約担当課は、利付国債額面全額が違約金額を超えている場合は、別途請負者へ超過額を還付すること。
(3)　銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社の保証の取扱い
①　契約担当課は、起案用紙で契約を解除する旨、違約金を徴収する旨、銀行等の金融機関又は前払金保証事業会社に対して保証金を請求し、支払いを受けた保証金を違約金に充当する旨等について決裁を受け、請負者に対し解除通知を発行するとともに、請求金額（違約金相当額）を記載した保証金(保険金)請求書（別記様式４）又は特約保証金請求書（前払金保証事業会社様式）、解除通知の写し、当該保証書又は保証証書及び納入通知書を銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社に送付すること。
(4)　公共工事履行保証契約及び履行保証保険契約の取扱い
契約担当課は、起案用紙で契約を解除する旨、違約金を徴収する旨、保険会社に対して保険金を請求し、支払いを受けた保険金を違約金に充当する旨等について決裁を受け、請負者に対し解除通知を発行するとともに、請負契約書の写し、請求金額（違約金相当額）を記載した保証金（保険金）請求書、解除通知の写し、公共工事履行保証証券又は履行保証保険証券、工事続行不能を証明する書類（工事続行不能届の写し）及び納入通知書を保険会社に送付すること。
５　請負代金額の増額変更時の取扱い
契約担当課は、契約金額の増額変更を行おうとする場合で、既納の契約保証金に対応する請負代金額（以下「保証請負代金額」という。）と増額変更後の請負代金額との差額が保証請負代金額の３割を超えるときは、契約保証金を変更後の請負代金額の１００分の１０以上に増額変更すること。ただし、工期末に行われる場合は契約保証金を増額しないことができるものとする。
(1)　契約保証金の取扱い
２(1)の請負契約締結時に準じた取扱いとする。
(2)　有価証券の取扱い
　　　２(2)の請負契約締結時に準じた取扱いとする。
(3)　銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社の保証の取扱い
契約担当課は、請負者から工事請負変更契約書案の提出とともに、銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社が交付する保証内容変更契約書又は保証証書（変更後）を提出させ、その内容を審査確認後、工事請負変更契約を締結すること。
(4)　公共工事履行保証契約及び履行保証保険契約の取扱い
契約担当課は、請負者から公共工事履行保証証券異動承認書（損保様式）又は保証保険承認書（損保様式）を提出させ、その内容を審査確認後、工事請負変更契約を締結すること。
６　請負代金額の減額変更時の取扱い
契約担当課は、契約金額の減額変更を行おうとする場合で、既納の契約保証金に対応する請負代金額と減額変更後の保証請負代金額との差額が保証請負代金額の３割を超える場合で、請負者から減額要求があり、特段の事情がないときは契約保証金を変更後の請負代金額の１００分の１０に保たれる範囲で請負者の希望金まで減額変更することができる。ただし、工期末に行われる場合は契約保証金を減額しないものとする。なお、履行保証保険の場合にあっては、保険金額の減額変更は行われないこととなっているので、保険金額の減額変更は行わない。
(1)　契約保証金の取扱い
３(1)の工事完成時に準じた取扱いとする。
(2)　有価証券の取扱い
３(2)の工事完成時に準じた取扱いとする。
(3)　銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社の保証の取扱い
契約担当課は、請負者と工事請負変更契約を締結した後、保証契約内容変更承認書（別記様式５）を請負者に交付し、銀行等の金融機関及び前払金保証事業会社が交付する保証内容変更契約書又は保証証書（変更後）を請負者から提出させること。
(4)　公共工事履行保証契約の取扱い
契約担当課は、請負者と工事請負変更契約を締結した後、保証契約内容変更承認書を請負者に交付し、保険会社が交付する公共工事履行保証証券異動承認書を請負者から提出させること。
７　工期延長時の取扱い
契約担当課は、請負者に対し工期の延長に応じた保証期間を延長させること。なお、履行保証保険の場合は、保険期間は工事が完成するまで存するため、また西日本保証事業会社については別途確約書によるものとし変更手続は行わない。
(1)　銀行等の金融機関の保証の取扱い
５(3)の増額変更時に準じた取扱いとする。
(2)　公共工事履行保証証券の取扱い
５(4)の増額変更時に準じた取扱いとする。
８　工事短縮時の取扱い
契約担当課は、請負者から保証期間短縮の要求があった場合で、特段の事情がないときは、変更後の工期を含む範囲内で保証期間の短縮変更をさせることができる。なお、履行保証保険の場合は、保険期間の短縮は行わないこととなっているため、また西日本保証事業会社については別途確約書によるものとし、保険期間の短縮は行わない。
(1)　銀行等の金融機関の保証の取扱い
６(3)の減額変更時の準じた取扱いとする。
(2)　公共工事履行保証証券の取扱い
６(4)の減額変更時に準じた取扱いとする。
９　履行遅滞時の取扱い
契約担当課は、請負者の責めに帰すべき事由により履行遅滞が生じた場合において、工期経過後相当期間内に工事を完成させようとするときは、保証期間内に工事が完成する見込みの期日が含まれるように保証期間を延長するものとする。なお、履行保証保険の場合は、保険期間は工事が完成するまで存するため、また西日本保証事業会社については別途確約書によるものとし変更手続は行わない。
(1)　銀行等の金融機関の保証の取扱い
契約担当課は、請負者に対して保証期間が経過するまでに、保証期間内に工事が完成する見込みの期日が含まれるように保証期間を延長変更する旨の銀行等が発行する保証内容変更契約書を提出させること。
(2)　公共工事履行保証証券の取扱い
契約担当課は、請負者に対して保証期間が経過するまでに、保証期間内に工事が完成する見込みの期日が含まれるように保証期間を延長変更する旨の保険会社が交付する公共工事履行保証証券異動承認書を提出させること。
附　　則
この要領は、平成１１年４月１日から施行する。
附　　則
この要領は、平成１３年１２月１日から施行する。

附　　則
この要領は、平成１９年４月１日から施行する。
